








































1949年に新中国が誕生して以来， 半世紀を経過しようとしているが， その間， 中国では少な
くとも 2回にわたる大きな変革期を迎えているといえる。一つは，中国全土に多大な打撃を与
えた文化大革命， いわゆる 10年動乱を経験したこと， もう一つは，建国初期の中央集権的な
計画経済から 78年の改革開放政策による市場経済の導入である。このような社会全体の激動
のなかで，年金保険制度の背景にある社会 ・経済的要素を外しては年金保険制度を語ることは










1951年2月， I中華人民共和国労働保険条例(以下 「労働保険条例」と略す)が公布 ・実施
されたが，基本理念は旧ソ連の公的年金に関する考え方の影響を強く受けたものである O レー

















付属職場であった。 中華全国総工会によると， 1952年当時， この労働保険に参加していた企




















条例，規定， 給付条件(定年退職年 給付基準 適用対象措置 齢及び勤続年数)







1953年 -定年退職年齢 定年退職時の従業員本人賃金の 50~ 70% 上記の適用範囲に工
「中華人民共 男性60歳，女性50歳 勤続年数 給付基準 場，鉱山及び交通部門
和国労働保 -勤続年数 5 ~ 10年未満 50% インフラ建設会社と国
険条例の若 男性25年，女性20年， 10 ~ 15年未満 60% 営建築会社を追加
干の改正に そして定年退職する企 15年以上 70% 
関する決定」業での勤続年数 5年
以上
1958年 -定年退職年齢 定年退職時の従業員本人標準賃金の 企業，人民団体の従業
「工人(従業 男性60歳，女性(幹部 50 ~ 75% 員及び国家機関，事業
員)，職員の 5歳，従業員50歳) 給付基準 部門の幹部，職員
定年退職処 -勤続年数 勤続年数 労災による退職
理に関する 男性20年，女性15年， 一般 病弱 要介護 介護不要
暫定規定」 そして定年退職する企 5 ~ 10年未満 50% 40% 
業での勤続年数 5年 10 ~ 15年未満 60% 50% 75% 60% 以上
15年以上 70% 60% 
出所 ;王文亮， r21世紀に向ける中国の社会保障』 日本僑報社， 201を参考に作成。
( 2 )計画経済期の年金制度の特徴
①早い時期での制度の確立。『中国人口統計年鑑 1989Jによると， 1952年， 中国の人口の
およそ 85.6%が農業人口である。 産業化も立ち遅れ， ~中国統計年鑑 1997J によると ， 1952 









③適用範囲。151年労働保険条例」第 2条では， 1従業員の数が 100人以上の国営，公私共
同経営，私営及び共同組合経営の工場，鉱山及びその付属機関;鉄道，海運，郵便産業の各企
業及びその付属機関;工場，鉱山，交通部門のインフラ建設企業;国営建設企業」 とした。つ
まり， この段階における年金制度の適用範囲は限られていて， 当時， 中国総人口の 80%以上
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を占める農村人口は適用範囲から外されていた。
④給付内容。 151年労働保険条例」第15条では 「退職後，労働保険基金から退職する企業
での勤続年数によって毎月退職養老補助金を支給されるが， その金額は本人賃金の50~ 70% 





















































数，割合ともに拡大し，いわば 「若返り」の状態を示している。しかし， 1979年からの 「一人っ
子政策J<12) 以降，年少人口の割合は顕著に低下し，64年の 40.49%から 2000年の 2.89%ま
で下がっている。2000年現在，中国の総人口は 12億6，583万人で，60歳以上の人口は l億
2，997万人(10.46%)，1990年の第4回人口調査と比べると総人口においては 12.8%増加した






1953 (第 l回) 1964 1982 1990 2000 (第5回)
総人口(万人) 59435 69458 100818 113368 126583 
女性 100人当たり男性数 107.56 105.46 106.30 106.60 106.74 
世帯当たり家族数(人) 4.33 4.43 4.41 3.96 3.4 
年齢別 0-14歳 36.28 40.49 33.59 27.69 22.89 
人口構成比 15 -64歳 59.31 5.75 61.50 66.74 70.15 
(%) 65歳以上 4.41 3.56 4.91 5.57 6.96 















































の3.5億人である O また都市部従業員数は l億4，908万人であり，そのうち固有部門は 1億
955万人，集団所有部門は 3.076万人，それぞれ都市部従業員の 73.48%と20.43%を占める。
しかし， 1995年改革には年金給付額が高く，年金代替率が85%，更には 100%以上に達し
た地域も現れたこと(15) 基金統一徴収レベルが非常に低く， 調整能力が弱く， 経済状態が好
ましくない企業と地域では定年退職者の基本生活を保障することが困難であること，さらに個
人の保険料納付率が低く，個人口座の機能が充分に発揮できていないこと等，問題点が存在し






を遂げ，国内総生産値は 1952年の 679.0億元， 1978年には 3.624.1億元から 1997年の 7兆
4.462.6億元まで成長し， 1人当たり GDPも1978年の 379元から 1997年の 6.053元まで増え
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保険料負担率 賃金代替率 強制/任意 方式(%) 企業 個人 (%) 
。 基礎的年金 17 17 20 強制 賦課
個人口座 1 3 38 強制 積立




回る 3%は企業の保険料から繰り入れる。社会プールには企業負担の 17%が充てられる O 給
付は社会プールと個人口座から行われ，前者は基礎的年金として地域の前年度平均賃金の
20%に相当する額が，個人口座部分は積立金の 1/120に相当する部分が加わる O また， この
改革では，保険料納付期聞を 15年とし，定年は男性60歳，女性50歳(幹部については 55
歳) した。 さらに， 1996年を基準に受給者を3つのグル プーに分け， 同年度末時点で既に年
























































iUnited Nations Division: The 2005 RevisionJによると， 1950年の中国人口は 60歳以




は1978年には 30.3:1であったが， 1990年には 6.1:1， 2004年には 2.6:1となっている (22)。
表il-1 定年退職者関連指標の推移
総就業者数 都市労働者 年金加入者数 B/A 定年退職者数 退職者数 退職給付支出 一人当たり年度 総数 (A) (B) (D)料 一人当たり 退職給付
(万人)* (万人)** (万人) % (万人) 労働者** (億元)* (元)場
1978 40.152 9，514 3.140 30.3 17.3 551 
1990 63，909 16，616 5200.7 31.3 2301.0 6.1 396.2 1760 
1995 67，947 19，093 8737.8 45.8 3094.0 4.8 1305.6 4335 
1996 68，850 19，815 8758.4 4.2 3211.6 4.6 1552.2 4923 
1997 69，600 20，207 8671.0 42.9 3350.7 4.4 1790.8 5458 
1998 69，957 20，678 8475.8 41.0 3593.6 4.0 2073.7 5972 
1999 70，586 21.014 9501.8 45.2 3726.9 3.7 2420.9 6614 
2000 71.150 21.274 10447.5 49.1 3875.8 3.5 2733.3 7190 
2001 73，025 23，940 10801.9 45.1 4017.7 3.2 3072.0 7784 
2002 73，740 24，780 11128.8 4.9 4222.8 3.0 3659.4 8881 
2003 74，432 25，639 11646.5 45.4 4523.4 2.7 4148.9 9485 
2004 75，200 26.4 73 12250.3 46.3 4675.1 2.6 4510.9 9808 
資料:r中国統計年鑑196年版， 2001 年版， 各年度~ (り， r中国労働和社会保障年鑑201年， 2005 年~ (帥)に基づいて作成










料は 3.882元(年額，以下同じ)で従業員の平均賃金 08.364元)の 21.1%に相当する O 一方，
平均給付額は 9.250元で，同年の可処分所得 00.493元)でみた賃金代替率は 88.1%となり，





































元であるとしヴ O また，最低年金額標準を定め，全国の最低標準の平均は 300元であるo 2004 
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(1)戸籍制度， 中国では昔から厳しい戸籍制度が実施され， 各都市間， 都市と農村聞の移住は， この
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が一方で， I一人っ子政策」は 「小皇帝(女児の場合，小公主)jと呼ばれる問題や 「一人っ子政
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